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平成２８年度 

事 業 報 告 

○ 公 益 事 業

１ 地方自治法第２６３条の２の規定に基づく相互救済事業 

２ 防災に係る調査研究及び普及啓発事業 

３ 消防・防災施設整備事業等資金融資事業 

４ 防災専門図書館事業 

５ 防災その他様々な都市機能の健全な維持発展に関する事業 

○ 収 益 事 業

６ 日本都市センター会館事業 

７ 全国各市の利便に資する保険手続きに関する事業 

○ そ の 他

８ 総会及び理事会の開催について 

９ 内部統制システムの運用状況の概要について 

１０ 附属明細書 
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本会は、昭和２４（１９４９）年１月、全国の各市が、地方自治の発展と住民福祉の向上

をめざし、地方自治法第２６３条の２の規定に基づき、相互救済事業を実施するために共同

で設置した公益的法人であり、各市の皆様のお力添えをいただきながら事業の拡充と発展に

努め、平成２４（２０１２）年１１月１日、「公益社団法人 全国市有物件災害共済会」とし

て、新たにスタートしました。 

今後とも、本会創設の目的である「地方自治の発展と、住民の安全、安心に寄与すること」

を改めて肝に銘じ、相互救済事業の確実な実施はもとより、防災、減災に関する事業の積極

的な実施を通じ、住民の皆様の「セーフティネット」の役割を担うことにより、地方自治の

発展と住民福祉の向上に貢献してまいります。 

平成２８年度の各事業の概要について、次のとおり報告します。 

１  地方自治法第２６３条の２の規定に基づく相互救済事業 

地方自治法第２６３条の２の規定に基づき、全国の各市等の団体から委託を受け、共済委

託団体の所有する財産（建物及び自動車）の損害に対する相互救済事業を行っています。 

建物総合損害共済における平成２８年度の実績は、受託件数 ２６２，３７３件、分担金は

５４億４７７万５，２４４円で、前年度比４．５％増加していますが、これは、主として、平

成２７年８月の建築費指数の引き上げに伴うものです。 

一方、災害共済金は３７億６，５２４万２，７４８円で、前年度比０．５％増となりました。 

この結果、損害率は６９．７％となり、前年度比２．７ポイント低下しましたが、近年の自

然災害の発生頻度の増加傾向と今後の損害率の推移を注視していく必要があります。 

自動車損害共済における平成２８年度の実績は、受託台数 １９８，６１５台、分担金は 

３１億３,１９２万７，５７５円で、前年度比０．８％増加しています。 

一方、災害共済金は２２億７，１０５万８，３１０円となり、前年度比２.１％増加してい

ます。 

この結果、損害率は７２．５％となり、前年度比０．９ポイント上昇と、依然として高い水

準にあります。今後は新たな取組として、共済委託団体における公用車事故防止対策の普及

啓発を行い、収支の改善に努めてまいります。 

地震災害見舞金については、平成２７年度中に発生した地震等により被災された共済委託

団体に対し、地震災害見舞金規程に基づきお支払いした見舞金は、３９万円にとどまりまし

たが、昨年４月の熊本地震に伴う見舞金相当額 ２７億円は来年度以降の支払に備え、備金

計上しています。 

なお、平成２５年１月の理事会で承認いただき、同年１０月から取り組んでまいりました

共済基幹システムの再構築につきましては、共済委託団体の皆様の御協力、御支援をいただ

き、予定どおり平成２８年１０月に新システムを稼働しました。 
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２  防災に係る調査研究及び普及啓発事業

ごみ処理施設は、市民生活にとって欠くことのできない公共施設でありますが、一たび災害

が発生しますと、甚大な被害となるだけでなく、稼働停止により市民生活に大きな影響が及

ぶことになります。このため、本会では、ごみ処理施設の効果的な火災事故予防に資するこれ

までの調査研究（「ごみ処理施設の火災事故防止のための防火安全マネジメントマニュアル」）

を基に、当該施設の管理部署向けの研修会を１１月に名古屋市において開催するとともに、

実際に事故のあった施設を訪問し円滑な復旧及び再発防止のための支援活動に取り組みまし

た。

また、建物総合損害共済において支払件数が高い水準で推移している落雷事故に関して、落

雷が頻発する地域の施設への雷害対策に有効なアドバイスの実施など、共済委託団体におけ

る落雷被害低減のための支援活動に取り組みました。

自動車損害共済に関しては、共済委託団体において実施されている公用車事故抑止策に寄

与するため、様々な事故防止の活動及び手法を紹介する取組を計画し、そのための調査・研究

を実施しました。

３ 消防・防災施設整備事業等資金融資事業

本事業は、市及び市が設置する一部事務組合等の団体が実施する消防・防災施設整備事業

等に低廉な利率で融資し、消防・防災施設等様々な都市機能の整備及び充実並びにこれに係

る団体の財政的負担の軽減を図るものです。

平成２８年度は、消防・防災施設整備事業等の資金として、２６９団体に９６億８，９２０

万円を融資するとともに、財政融資資金貸付金利の下限が見直されたことに伴い、本会の融

資利率がこれを上回らないよう規程を改正しました。

償還期間別融資状況

償還

期間

融資利率

融資件数 融資額通常利率 共済委託団体

元利均等 元金均等 元利均等 元金均等

５年 ０．０１％ ０．０１％ ０．０１％ ０．０１％ １３６件 ４３億９，８５０万円

７年 ０．０１％ ０．０１％ ０．０１％ ０．０１％ ２１件 ７億１，０７０万円

１０年 ０．０１％ ０．０１％ ０．０１％ ０．０１％ １４０件 ４５億８，０００万円

融資対象事業別融資状況

融資対象事業 融資事業数 融資額

消防・防災関連事業 ２５５事業 ８０億２，６６０万円

その他事業  ６０事業 １６億６，２６０万円
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４ 防災専門図書館事業

平成２８年度は、「防災専門図書館に関するあり方検討委員会」の提言（平成２５年３月報

告）を踏まえ、次に掲げる事業を行いました。

本図書館の認知度を向上させる方策として、「図書館総合展」において本図書館作成の

「Let’s防災！いろはかるた」を紹介し、他機関から多くの使用の申込みがありました。ま

た、日本災害情報学会でも広報活動を実施しました。

情報発信及び蔵書の有効活用として、東日本大震災及び熊本地震の企画展を開催し、それ

ぞれ４１７名、４７５名が来場されました。

蔵書資料等の保存と活用については、関東大震災やカスリーン台風関連の１１タイトルの

資料をデジタル化して保存を図るとともに、ホームページに掲載し、非来館型利用者にも利

用しやすいデジタルアーカイブの整備・活用に努めました。また、他機関がインターネットで

提供している「災害カレンダー」に、本図書館のデジタル資料を提供し、活用を図りました。

さらには、関係機関との連携等による図書館力の強化を図るため、ビジネス支援図書館推進

協議会ほか主催の「第５回情報ナビゲーター交流会」において講演しました。

なお、「防災専門図書館に関するあり方検討委員会」から提言された課題について、これま

での具体的な取組の検証を実施するため、「防災専門図書館に関するあり方検討委員会フォロ

ーアップ会議」を開催し、有識者の方々からは概ね提言の課題に添った取組であるとの評価

を受け、今後の課題を取りまとめた報告書を作成しました。

[ 図書館利用状況 ]

閲覧利用  :   ２８６名 １，２７５冊

貸出利用  :   ４２名 ７５冊

複写サービス :   １２３名 ３３５件  ２，１２２枚

レファレンスサービス :   ４４名

図書館見学  : １，２６４名

図書館見学会等 : ４７名

[ インターネットアクセス件数（平成２８年４月～２９年３月）]

蔵書検索トップページ : ４，７６８件 図書・雑誌新着 ： ２，７３４件

図書・雑誌横断検索 : ５，０４４件 雑誌検索 ： ４４０件

詳細検索 : ５８０件 雑誌一覧 ： ７９８件

合計１４，３６４件
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平成２８年度防災専門図書館蔵書数  （平成２９年３月３１日現在） 

分類番号 分類項目 ２８年度受入 現在数 

冊 冊 

０００   災害一般 ３７３  ２５，５９０  

１００   火  災 １３２  １３，２０６  

２００   風水害・雪害 １２６   ９，０２６  

３００   地震・噴火・津波・高潮 ４３９  １３，５８０  

４００   交通災害 ９０  ９，３０４  

５００   農業災害 ６４  １１，５３２  

６００   鉱・工業災害 ２４  ４，３４９  

７００   公  害 ３０８ ５２，１４６  

８００   戦  災 ２９ ３，１１４  

９００   その他一般 ９５  １９，１８９  

合 計  １，６８０ 冊  １６１，０３６ 冊 

５ 防災その他様々な都市機能の健全な維持発展に関する事業 

（１）東日本大震災の教訓を踏まえ、都市において生活、活動される住民の皆様のセーフティネ

ットの役割を担うため、防災・減災対策のセミナー等の啓発活動をとおして都市防災の推進

を図っています。 

平成２８年度は、地域防災を推進するＮＰＯ法人等との共催で、全国各都市の職員、災害

ボランティア及び一般市民を対象に、９月４日に「防災フォーラム」を、１１月１７日には

「東日本大震災５年～巨大地震と向き合い復興するために～」をテーマに「第１８回都市防

災推進セミナー」を開催しました。 

（２）全国的観点で実施される「防災・危機管理に関する政策の企画立案及びその実施等に関す

る調査研究」、「消防・防災活動等に関する施策の普及、啓発及び活性化に関する事業」及び

「安全安心なまちづくり等の前提となる都市政策、行政経営及び地方自治制度等都市に関す

る調査研究」に関する次の事業について、協助金を交付しました。 

ア 全国市長会の「全国的規模に係る防災・危機管理に関する調査研究事業」

イ 全国市議会議長会の「自然災害対策等推進事業」

ウ （公財）日本都市センターの「都市自治体のモビリティ（まちづくり・地域公共交通、

ＩＣＴ）に関する調査研究ほかの事業」 

エ （公財）日本消防協会の「消防団活動情報提供事業」

オ （一財）日本防火・防災協会の「少年消防クラブ活性化推進事業」
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６ 日本都市センター会館事業 

日本都市センター会館事業は、全国都市の共同利用施設として、「ホテル部門」の運営につ

いては、（株）ロイヤルホテル及び（株）東京ロイヤルホテルに委託しており、毎事業年度終

了後に運営実績等の総合的な評価を実施し、より効率的、効果的な運営に努めています。 

また、「オフィス部門」については、貸事務室として各市東京事務所等、３０団体が入居し

ています。 

平成２８年度における経常収益は３０億１,５２１万５千円、経常費用は２４億７,３５５

万６千円、当期経常増減額は５億４,１６５万８千円の増となっています。 

平成２８年度の会館事業の経常収益及び経常費用は、次のとおりです。 

科  目    金額  （千円） 

経

常

収

益 

貸室収益 １８１,０３０ 

会議室収益 １,２８５,６７３ 

客室収益 １,１１６,１９３ 

食堂収益 ３６２,６６０ 

その他収益 ６９,６５７ 

経常収益  計 ３,０１５,２１５ 

経

常

費

用 

会館運営委託費 １,５１４,５８７ 

機械運転保守費 １３１,３０７ 

減価償却費 ３５６,３８８ 

営繕費 ４３,８７５ 

光熱水道費 １５１,６６２ 

租税公課 １６３,５７４ 

その他費用 １１２,１６１ 

経常費用 計 ２,４７３,５５６ 

当期経常増減額 ５４１,６５８ 

法人税等 ６９２ 

当期一般正味財産増減額 ５４０,９６５ 

＊内部取引消去前の事業別会計で表示しています。 

＊数字は、千円未満を切り捨てて表示しています。単純合計と合計額が一致しない場合があります。 

７ 全国各市の利便に資する保険手続きに関する事業 

（１）道路賠償責任保険取扱業務

市が管理する道路の賠償責任を補償する道路賠償責任保険について、本会が損害保険

会社と団体保険加入に関する特約を締結し、６０６市が加入しています。 
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平成２８年度の取扱状況は、次のとおりです。 

項  目 件数等 

加入市数 ６０６市 

加入道路延長距離 ８２８，２２９km 

取扱保険料 ６９９，４６４，５４０円 

取扱手数料 ３４，９７３，６１８円 

（２）自動車損害賠償責任保険代理店業務

本会は、市等が所有する車両の自動車損害賠償責任保険の契約締結に関わる便宜を図

るため、損害保険会社の代理店として、自動車損害賠償保障法による責任保険の取扱い

を行っています。 

平成２８年度の取扱状況は、次のとおりです。 

項  目 件数等 

取扱台数 １１，０９９台 

取扱保険料 ２１９，６８４，０００円 

代理店手数料 １６，９２８，６９７円 

８ 総会及び理事会の開催について 

平成２８年度は、総会及び理事会（決議の省略を含む。）を次のとおり開催し、議案につい

ては全て原案のとおり可決されました。 

（総会） 

開催日・決議日 議案・報告 議 題 名 

平成２８年６月２４日 議案第１号 理事の選任について 

議案第２号 監事の選任について 

報告第１号 平成２７年度事業報告及び決算について 

報告第２号 平成２８年５月開催の通常理事会の決議内容について 

報告第３号 理事の退任について 

（理事会） 

開催日・決議日 議案・報告 議 題 名 

平成２８年５月１６日 議案第１号 平成２７年度事業報告について 

議案第２号 平成２７年度決算について 

議案第３号 
支払準備資産に関する規程に定めるリスクの範囲につい

て 

議案第４号 総会において選任される理事候補者の決定について 
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開催日・決議日 議案・報告 議 題 名 

議案第１０号 
総会において選任される理事候補者の決定について（追

加） 

議案第５号 総会において選任される監事候補者の決定について 

議案第６号 地区協議会会長の選任について 

議案第７号 情報システム管理規程の制定について 

議案第８号 事務局設置規程の一部を改正する規程の制定について 

議案第９号 総会の日時、場所、目的である事項等の決定について 

報告第１号 理事の退任について 

報告第２号 代表理事の職務執行の状況について 

報告第３号 理事長の利益相反取引に関する重要事項の報告について 

報告第４号 
平成２７年度助成対象事業における各団体の実施状況に

ついて 

報告第５号 
総会において選任される会計監査人候補者の決定につい

て 

平成２８年６月６日 議案第１１号 
貞刈厚仁氏及び藤原通孝氏を、総会で選任される理事候

補者に決定する。 

（決議の省略） 議案第１２号 
会計監査人の選任を、総会の議案としないことに変更す

る。 

平成２８年７月６日

（決議の省略） 
議案第１３号 

代表理事（理事長）として福田紀彦理事、代表理事（理

事長職務代理者）として鍵田剛理事及び代表理事（常務

理事）として浮揚庸夫理事を選定する。 

平成２８年９月２９日 

（決議の省略） 
議案第１４号  新開輝夫氏を東海地区協議会会長として選任する。 

平成２９年１月２４日 議案第１５号 
消防・防災施設整備事業等資金融資規程の一部を改正す

る規程の制定について 

議案第１６号 
平成２９年度助成対象事業の承認及び協助金の交付額の

決定について 

議案第１７号 平成２９年度事業計画書について 

議案第１８号 平成２９年度収支予算書等について 

議案第１９号 理事長の利益相反取引に係る承認について 

報告第６号 代表理事の職務執行の状況について 

報告第７号 新規入会について 
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９ 内部統制システムの運用状況の概要について 

本会は、業務の適正を確保するため、ガバナンスに関する諸規程を理事会決議により定め

ています。 

平成２８年度における運用状況は、次のとおりです。 

(１)平成２８年度事業報告及び決算の監事監査

１３ページの「監査報告書」及び１５ページの「独立監査人の監査報告書」のとおり

(２)コンプライアンス委員会

本会は、コンプライアンス規程に基づき、本会内部にコンプライアンス委員会を設置し�

毎年１回定例委員会を開催するほか、必要があると認めるときは臨時委員会を開催してい

ます。 

開催状況及びコンプライアンス施策の実施は、次のとおりです。 

ア 開催状況

開催日等 議 題 

平成２８年４月２２日（定例） 
１ コンプライアンス委員会の委員変更について 

２ 平成２８年度内部監査年次計画について 

イ コンプライアンス施策の実施

公益法人の職員に求められる服務規律を徹底するうえで、留意点等を記載したコンプ

ライアンスハンドブックを作成し、職員に配布・周知することにより、コンプライアン

ス意識の醸成を図りました。

（３）内部監査及び実地監査フォロー

事業運営の改善を図るため、内部監査実施要領に基づき実地監査及び自主点検の実施並

びに改善策のフォロー、コンプライアンス意識醸成のための研修等を次のとおり実施しま

した。 

ア 実地監査

地 区 日 程 

東北地区事務局 平成２８年７月２１日～７月２２日 

近畿地区事務局   平成２８年９月８日～９月９日 

財務部（経理課、管理課） 平成２８年１２月７日～１２月８日 

業務部（企画・防災課、共済事業課）   平成２９年２月１４日 

イ 自主点検

年度初めに、必須項目と各部署で主体的に設定した項目を併せて、自主点検項目と

して設定のうえ、定期的に点検を実施しました。 
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ウ 改善策のフォロー、研修等

地 区 日 程 

東海地区事務局 平成２８年７月１日 

中国地区事務局   平成２８年６月１７日 

九州地区事務局 平成２８年１１月２２日 

総務部図書課   平成２８年９月１５日 

財務部経理課 平成２９年３月２日 

１０ 附属明細書

平成２８年度事業報告においては、事業報告の内容を補足する重要な事項が存在しない

ため、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第３４条第３項に規定する附

属明細書は作成しません。 

平成２９年５月 

公益社団法人 全国市有物件災害共済会 

11



12



平成 2 9 年 5 月 1 0 日

監 査 報 告 書

公益社団法人 全国市有物件災害共済会
理事長 福 田 紀 彦 様

公益社団法人 全国市有物件災害共済会

監事 遠藤 寺ζ＼
監事 石川 哲治 O

私たち監事は、 平成 2 8 年度（平成 2 8 年 4 月 1 日から平成 2 9 年 3 月 3 1 日まで）に
係る理事の職務の執行を監査いたしました。 その方法及び結果につき、 次のとおり報告い
たします。

1 監査の方法及びその内容
各監事は、 理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努

めるとともに、理事及び使用人等から業務に関する報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁資料等を関覧し、 業務及び財産の状況を調査いたしました。 以上の方法に基づ
き、 当該事業年度に係る事業報告について検討いたしました。

さらに、 会計監査人が独立の立場を保持し、 かつ、 適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、 会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、 必要に
応じて説明を求めました。 また、 会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制J （一 般社団法人及び一 般財団法人に関する法律施行規則第4 2条各号
に掲げる事項）を 「監査に関する品質管理基準J （平成 1 7 年 1 0 月 2 8 日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、 必要に応じて説明を求めました。 以上の方
法に基づき、 当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及びそ
の附属明細書並びにキャッシュ ・ フロ ー 計算書並びに財産目録について検討いたしました。

2 監査の結果
( 1 ）事業報告等の監査結果

ア 事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。
イ 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

( 2）計算書類及びその附属明細書並びにキャッシュ ・ フロ ｝ 計算書並びに財産目録の監査
結果

会計監査人清泉監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

以上
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